
段階
自社活動量データ 海外原単位DB

GHG排出量
原材料・エネルギー 投入・使用量 GHG原単位

生産

農薬A xxx kg xxx kg-CO2e/kg xxx kg-CO2e

農薬B xxx kg xxx kg-CO2e/kg xxx kg-CO2e

窒素肥料 xxx kg xxx kg-CO2e/kg xxx kg-CO2e

リン酸肥料 xxx kg xxx kg-CO2e/kg xxx kg-CO2e

カリ肥料 xxx kg xxx kg-CO2e/kg xxx kg-CO2e

A重油 xxx kg xxx kg-CO2e/kg xxx kg-CO2e

電力 xxx kWh xxx kg-CO2e/kWh xxx kg-CO2e

出荷準備 包装材 xxx kg xxx kg-CO2e/kg xxx kg-CO2e

輸送
国内輸送（トラック） xxx tkm xxx kg-CO2e/tkm xxx kg-CO2e

海外輸送（船舶） xxx tkm xxx kg-CO2e/tkm xxx kg-CO2e
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ケーススタディ②

海外での原材料生産のための資材等が把握できる場合、生産先の活動量データを入手し、GHG排出

量の算定を行うことができます。その際、算定の目的を確認し、算定に当たることが非常に重要です。

• 算定する製品

• 算定の目的*

• 機能単位

A国からの輸入大豆（現物量1kg）

Scope3カテゴリー1対応のため、海外調達製品の環境

負荷を把握する。

※算定の目的によって、どこまで精緻な算定を行うか、ど

のような粒度でデータ収集を行うか等が大きく変わります。

A国で生産された輸入大豆1kgあたり

：

：

：

STEP1 目的と範囲の設定 STEP2 ライフサイクルフロー図の作成

農林水産省「農産物の温室効果ガス簡易算定シートを利用した脱炭素の見える化ガイド」、SuMPO資料をもとに、作成、編集

STEP3 活動量データの収集* STEP4 排出原単位のデータ収集

A国からの輸入大豆1kgあたりの

温室効果ガス排出量

xxx kg-CO2e/kg

*注意点

土地利用変化、窒素肥料の投入による土壌からのGHG間接排出や畜産物の

消化管由来のメタン排出等、物量として収集ができない項目については、左記

の明細表には入らない項目であり、算定の際には留意が必要です。それらの算

定方法は算定の目的に従って、IPCCやGHG Protocol等を参考に、算定を行う

必要があります。

A国の生産サイトでの活動量を収集 メタデータやGLADを参考に、海外版IDEA、ecoinvent等から排出原単位を収集

収穫

生産

ほ場整備 苗床整備 播種 ほ場整備 定植 栽培管理→ → →→ → →

梱包 国内輸送 海外輸送→→

出荷

準備

→ 最終製品

輸送

*想定される算定の目的として、Scope3カテゴリー1対応、自社調達原材料の削減効果の見える化などがあります。

ただし、Environment Product Declaration (EPD) プログラム等、共通の算定ルール（PCR)に基づいて算定し、

第三者検証を受けるスキームも存在します。この場合にはPCRへの遵守が必要となります。

自社の削減努力を反映して算定したい －積み上げデータベースの活用（応用編）3Ⅱ．目的に応じたデータベース活用方法
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排出原単位の成り立ち（open LCA）

入出力データ～LCIA結果（排出原単位）は以下の手順で作成されます。自社データを利用して、

排出原単位を作成する場合、排出原単位作成の成り立ちを十分に理解することが重要です。

排出原単位の作成プロセス

個々の単位プロセスデータを合算し、

積算型プロセスとして集約

合算型データ

×

LIMEやRecipe等の影響評価係数

＝LCIA結果（いわゆる排出原単位）
※ IDEAにおけるLCIデータ

入出力データ

（単位プロセスデータ）
合算型データ LCIA結果（排出原単位）

※ IDEAにおけるマニュアル第3部

自社の削減努力を反映して算定したい －積み上げデータベースの活用（応用編）3Ⅱ．目的に応じたデータベース活用方法

コラム
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openLCAにおける直接土地利用変化に関する記載の確認方法

データベースに記載の原単位には、排出係数のみならず、メタデータが記載されています。

メタデータには、どのような要因が考慮され、原単位が作成されているかを知った上で、自社データを利

用することが重要です。

EF3.1における「大豆生産 (EU+28)」の例

Direct land use change (LUC): GHG emissions from direct LUC allocated 

to good/service for 20 years after the LUC occurs. For land use change, 

all carbon emissions and uptakes are inventoried separately as carbon 

dioxide from land transformation based on the “Direct Land Use 

Change Assessment Tool (2015)” (Blonk Consultants, 2015). Land 

transformation (m2) is also inventoried based on the available FAO 

statistics up to 2013.;Carbon storage and delayed emissions: credits 

associated with temporary (carbon) storage or delayed emissions are 

not considered in the calculation of the EF for the default impact 

categories.;Emissions off-setting: is not included.;・・・・・・・・・・・・・・・;Soil 

carbon accumulation (uptake) via improved agricultural management is 

excluded from the model.;;

直接土地利用変化（LUC）： 直接土地利用変化によ

る温室効果ガス排出量を、土地利用変化発生後20年間

の財・サービスに割り当てたもの。土地利用変化については、

"Direct Land Use Change Assessment Tool (2015)"に

基づき、すべての炭素排出量と取り込み量を土地の変化に

よる二酸化炭素として個別にインベントリ化する。(Blonk

Consultants, 2015）に基づく。炭素貯留と遅延排出: 一

時的な（炭素）貯留や遅延排出に関連するクレジットは、

既定の影響区分の排出権の計算では考慮されない。

• データベースに記載されている原単位には、排出係数のみならず、メタデータが記載されている

• メタデータには、どのような要因が考慮され、原単位が作成されているかが記載されており、直接土地利用変化が考慮された原単

位である場合、どのような条件で算定されているかを確認できる

自社の削減努力を反映して算定したい －積み上げデータベースの活用（応用編）3Ⅱ．目的に応じたデータベース活用方法



39

海外積み上げデータベースを用いた食品輸入原材料のLCA算定

海外での原材料生産のための資材等が把握できる場合、原材料生産に係る活動量データを収集し

LCA算定を行うことができます。その際、生産段階で用いる資材等の排出原単位を海外DBから引用で

きます。

消費生産 加工 輸送 販売

活動量の収集が必要な範囲

✓ 「原材料の環境負荷＝自社活動量×GHG原単位」として、

自社の原材料の環境負荷を算出することができる。自社調

達原材料の活動量を明細表としてまとめ、それらに対し、該

当する原単位を乗じ、それらを積み上げることで環境負荷を

算出できる（右表）

✓ 土地利用変化、窒素肥料の投入による土壌からのGHG間

接排出や畜産物の消化管由来のメタン排出等、明細表に

は入らない項目もあり、算定の際には留意が必要である

✓ DBに記載がある資材関連の原単位もシナリオ値であることを

留意する必要がある。排出原単位の成り立ちや特徴を把握

するために、メタデータを参照することは重要である

活動量収集における留意点

自社が調達する原材料の環境負荷

段階
自社活動量データ 海外原単位DB

原材料・エネルギー 投入・使用量 GHG原単位

生産

段階

農薬A xxx kg

海外DBから該当する原単位を参照する。

DBの例：海外版IDEA、ecoinvent等

農薬B xxx kg

窒素肥料 xxx kg

リン酸肥料 xxx kg

カリ肥料 xxx kg

A重油 xxx kg

・

・

・

・

・

・

・

・

・

自社調達原材料の活動量データ収集と明細表の例

自社の削減努力を反映して算定したい －積み上げデータベースの活用（応用編）3Ⅱ．目的に応じたデータベース活用方法
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20年前の土地利用

森林*

農地

現在の土地利用

森林

農地

農地

土地利用変化に関する考え方

①土地利用変化なし

✓ 森林にストックされる炭素貯留の効果が得ら

れる

②土地利用変化あり

農地に転用したことによって森林にストックされて

いた炭素が失われる

例えば、土地利用変化がなければ、森林の機能

として貯蔵されていた分の炭素が失われたものと

して考える

③土地利用変化なし（農地→農地）

✓ 農地にストックされる炭素貯留効果が得られ

る

海外輸入原材料で特に考慮する点

✓ 特に、森林（自然林、天然林）や

マングローブから農地に転用している

場合、GHG排出量が大きくなる場

合がある

✓ IDEAでは、土地利用変化も含み、

日本国内のシナリオを想定して、原

単位が作成されている。そのため、

IDEA原単位は海外における土地

利用変化の実態とは異なる場合が

ある

✓ 多くの場合、情報開示の際、土地

利用変化が20年間に渡り行われて

いないことを証明する必要がある

※転用前の土地として、

森林、草地、湿地、開発

地などが考えられる。

―

食品輸入原材料の算定における土地利用変化の重要性

今後、食品原材料の算定に土地利用変化起因のGHG排出量を考慮する必要性が高まります。転

用前の土地次第では、排出量が大きく変化する場合があります。

土地利用変化

土地利用変化

*一例として、森林を取り上げていますが、他の土地の場合も考え方は同様です

特に留意が必要なケース

参考：Greenhouse Gas Protocol Land Sector and Removals Guidance (Draft for Pilot Testing and Review, September 2022). 

自社の削減努力を反映して算定したい －積み上げデータベースの活用（応用編）3Ⅱ．目的に応じたデータベース活用方法
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食品輸入原材料の算定における土地利用変化の重要性

土地利用変化由来の環境負荷は国によって大きく異なるため、自社調達先の実態に則したカーボン

フットプリントの算定が重要です

出所：Blonk HP: https://blonksustainability.nl/news/environmental-footprint-of-soy

主要大豆生産国における大豆生産1kgあたりのカーボンフットプリント（Agri-footprint 5.0）

■大豆生産

（土地利用変化を除く）

■大豆生産

（土地利用変化分）

大豆生産においては、中南米の国を中心に、土地利用変化の

影響度が大きい。

※DBでは、統計データを用いて土地利用変化によるGHG算定

が行われており、自社調達先の実態とは異なる場合があります。

自社の削減努力を反映して算定したい －積み上げデータベースの活用（応用編）3Ⅱ．目的に応じたデータベース活用方法

https://blonksustainability.nl/news/environmental-footprint-of-soy
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土地利用変化に関する報告について

SBTにおいて、事業活動またはバリューチェーンに土地セクター活動が含まれる場合、または除去量を

報告する場合、直接的な土地利用変化に関する報告は必須となりました。

報告はGHGプロトコル「Land Sector and Removals Guidance」に基づく必要があります。

ドラフト版のポイント
✓ ドラフト版Part1では、主に算定の目的や原則、報告に求められる事項を説明がある

✓ ドラフト版Part2では、データ収集や算定方法のガイダンスを行う。土地利用変化に

関する算定方法の詳細な説明がある

✓ 今後のアップデートとしては、炭素貯留量のデフォルト係数の記載の検討が行われて

いる（詳細はドラフト版Part2, Chapter 17, p.37参照）

Land Sector and Removals Guidance- draft for pilot 

testing and review Part2, Chapter 17, p.35

土地利用変化の算定方法が記載

◼ Land Sector and Removals Guidanceのドラフト版が公開された。（改訂版は2024年に公開予定）

◼ SBTにおける直接的な土地利用変化に関する報告は必須となった。報告は改訂版GHGプロトコルに基づく必要がある。

自社の削減努力を反映して算定したい －積み上げデータベースの活用（応用編）3Ⅱ．目的に応じたデータベース活用方法

コラム
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用語 説明

メタデータ データを表す属性や関連する情報を記述したデータ

バウンダリー
ある製品システムと自然界又は製品システムに含まれないプロセスとの境界のことをいい、ある単位プロセスが当該製品システムの一部であるこ

とを規定する一連の基準のことを指す。

LCI 製品のライフサイクルにおいて、使用する資源量や、CO2などの環境負荷物質の排出量のデータ。ライフサイクルインベントリ

インベントリ 定期間内に特定の物質がどの排出源・吸収源からどの程度排出・吸収されたかを示す一覧表

CFP
CarbonをFootprint of Product の略語。製品やサービスの原材料調達から廃棄、リサイクルに至るまでのライフサイクル全体を通して排出さ

れるGHGの排出量をCO2排出量に換算し、製品に表示された数値もしくはそれを表示する仕組み。

Cradle to Gate
原材料調達、生産、流通、販売、使用・維持管理、廃棄・リサイクルで構成されるライフサイクルステージのうち、原材料調達から生産までを

指す

Cradle to Grave ライフサイクルステージすべて、すなわち原材料調達から廃棄・リサイクルまでを指す

LCA Life Cycle Assessmentの略語。製品システムのライフサイクル全体を通しての入力、出力及び潜在的な環境影響のまとめ、並びに評価

PCR
ProductをCategoryをRulesの略語。製品カテゴリーに関するタイプⅢ環境宣言又はCFP宣言を作成するための一連の規則、要求事項をま

とめたものを指す

単位プロセス ライフサイクル全体を通した製品・物質又はエネルギーのフローのインプット及びアウトプットの定量化を行う段階での、定量化される最小要素

土地利用変化

人間が土地の利用や管理状況を変更すること。直接的土地利用変化は、評価される製品システム内の原材料、中間製品、最終製品又は

廃棄物が、生産、使用又は廃棄される場所における人間による土地利用の変化又は管理の変化を指す。間接的土地利用変化は、製品シ

ステム内の原材料、中間製品、最終製品又は廃棄物が、生産、使用又は廃棄される結果として生じた、土地利用の変化又は土地管理の

変化を指す。ただし、変化の原因となった活動が行われた場所で生じたものは対象としない。

略語、用語説明

付録
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